
  

第2部    各 論
1   雇用および失業

(2)   長期的にみた労働異動の変化
1)   労働力流動の変化

経済の高度成長の烏程を通じて,雇用需要は急激に増大した。これにともなって労働力の需給関係が変化
し,労働力の給源とその流動の方向も大きく変貌した。つぎにその実態をみよう。
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(イ)   非農林業雇用への労働力の流入

「就業構造基本調査」によると,雇用需要が金属機械関連産業を中心としてこれまでにない大幅な増加を
みせた昭和34年には,非農林業雇用への労働力の流入は年間152万人にのぼったが,37年にはこれが197万
人となり,景気が後退した40年においてもなお188万人を数えている。流入した労働力の供給源を1年前の
状態によって農林業就業者,非農林業業主,家族従業者,通学,非就業の各層に分けてその変化の状況をみる
と,各年を通じ新規学校卒業者が過半数を占めている。37年には農林業就業者や非就業層からの流入が増
加したため,その比重は61%と,34年の62%にくらべてわずかに低下したが,40年には主してと高校卒業者
数の増加による供給量の増大と不況の影響などによる他の給源からの流入の減少によって,非農林業雇用
への流入労働力中に占める割合は67%に達している。新規学校卒業者についで多いのは非就業からの流
入労働力で約30%を占め,40年には34年に比べ10%増と新規学校卒業者についで増加している。40年は37
年に比べ,新規学卒をのぞきいずれの給源からも流入が減少したが,非就業層からの流入の減少率は比較的
少なかった。一方農林業就業者からの流入は37年の増加率が大きかったが,40年の流入量は37年にくらべ
て減少している。非農林業業主,家族従業者層からの流入は4～3%とその比重は小さい(第1-34表)。

第1-34表 非農林業雇用への流入の変化
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1)   新規学校卒業者の動向

このような動きをそれぞれの給源別により詳細にみると,まず新規学校卒業者は高度成長期に製造業大企
業など発展部門への流入が増大した。

新規学校卒業者のうち非農林業へ就職した者の割合は「学校基本調査」によると31年3月卒の80%から40
年3月卒の95%へと高まった(第1-35表)。

第1-35表 新規学卒非農林業就職者の推移

その就職分野をみると34年以降重工業を中心とした製造業の比重が増し,37年には製造業への就職者は中
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学卒で64%,高校卒で39%に達した。

もっとも最近は第3次産業への就職者の割合も若干ふえているが製造業への集中基調は変らない(付属統
計表第18表)。「職業安定業務統計」によって就職先事業所を規模別にみると,100人以上の事業所に就職
した者の割合は中学卒では31年3月卒の26%から40年3月卒の65%へ,高校卒では同じ期間に28%から72%
へと増加し,大,中規模事業所への入職割合が大幅に増加している(第1-36表)。

第1-36表 中学および高校卒業就職者の規模別構成

2)   農林業からの労働力の流入

「農林漁家就業動向調査」および「農家就業動向調査」でみると農(林漁)家世帯から他産業への流出者数
は33年の51万人以降年々増加して37年には86万人に達し,39年には89万人,40年には85万人となってい
る。そのうち主に農業に従事していた者(農家出身の新規学校卒業者や非就業者を除いた経営主・家族従
業者・雇用者)の流出は36年が30万人でもっとも多く,37年には26万人,39年には24万人,40年には17万人
となっている。これらの層の流出は,新規学校卒業者の不足が顕著になってきた34,35年頃から増加しはじ
めて,36年にピークに達し,以後しだいにそのテンポが鈍化してきているとみられる(付属統計表第22表)。

これら流出労働力の内容をみると二三男からあととり,経営主へとしだいに農業労働力の基幹的部分に及
び,また就業形態の面でも33,34年頃には離村就職の割合が多かったのが,その後は在宅就職の割合がふえ,
さらに出稼ぎがしだいに増大する―出稼ぎの数は40年には建設業などの需要の減少によって前年より
18%減少したが,39年には33年当時の5割増923万人(主として農業に従事していた者のみ)に達したーなど
の変化がみられる。

農業からの流入労働力の就業分野を39年の「農家就業動向調査」でみると,製造業の割合がもっとも高く
39%を占め,ついで建設業19%卸売小売業12%,サービス業11%となっている。製造業の中では機械(9%)繊
維(7%)食料品(5%)などの割合が高い。

もっとも「雇用動向調査」によって製造業雇用に入職した農林漁業既就業者の就職先の規模別構成比を
みると比較的小規模の事業所へ入職した者の割合が高い(第1-2図)。
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第1-2図 農林漁業からの転職者の入職先規模別構成

3)   非農林業業主・家族従業者の転職

非農林業業主・家族従業者から非農林業雇用への流入は「就業構造基本調査」でみると農林業からの流
入が多かった37年にもその数は比較的少なく,流入のテンポは34～40年を通じてほぼ保合い,で推移してい
る。後述のように第三次産業を中心とした非農林業業主・家族従業者がむしろ増加している最近の状況
などから考えると,現在までのところ労働力給源としてのこの層のウエイトは比較的小さかったといえよ
う。 

4)   非就業者の労働力化

新規学校卒業者の近代的部門への集中傾向が強まり,小,零細企業での求人難が深刻化するとともに非就業
層が新しい労働力給源として注目されてきた。「就業構造基本調査」でみると34年から40年にかけての
非就業層の労働力化は流入労働力のうち新規学校卒業者につぐ量的水準を示し,37年には57万人,40年には
48万人に達している。

性別にみると女子の割合が大きく,男子の非就業層の流入が減少傾向にあるのに対して女子ではひきつづ
き増加している。このうち多くは勤労者世帯の主婦を中心とする中高年層とみられ,「労働力調査」に
よって勤労者世帯の女子の年齢別就業率(生産年齢人口中に占める就業者の割合)をみると37年から40年
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にかけて中高年層の就業率の高まりが顕著である(第1-3図)。

第1-3図 年齢別にみた勤労者世帯女子の就業率の推移

「就業構造基本調査」でみると,非就業層の入職先は従業員30人未満の小,零細企業が多く,比較的規模の大
きい企業への入職者の割合が高かった37年においても流入総数の66%,38万人が30人未満の小零細企業へ
入職していた(第1-37表)。

第1-37表 規模別にみた非農林業雇用への流入の変化

なお,非農林業雇用からの労働力の流出状況を「就業構造基本調査」でみると,37年には34年にくらべて減

昭和40年 労働経済の分析



少したが,40年には37年にくらべて大幅に増加している。この結果非農林業雇用への労働力の純流入は34
年の49万人から37年の103万人へと増大し,40年には72万人となっている(第1-38表)。

第1-38表 非農林業雇用からの流出量の変化

流出の内訳をみると非農林業業主・家族従業者への流出がふえていること,女子の非就業層への流出がふ
えていることが注目される。とくに女子の非就業層への流出は40年には流出者総数の61%を占め,34年の
流出数にくらべて32%増加している。リタイヤ率でみても,女子のりタイヤ率は40年には8.21%と34年の
7.33%,37年の6.49%にくらべて大幅に増大している。

これは30年代に通学から大量に流入した女子が結婚などの理由でリタイヤするとともに,中高年女子など
比較的短期間就労することの多い労働力の労働市場への出入りが激しくなったことによるものとみられ
る( 第1-39表)。

第1-39表 病気,老齢,定年その他の個人的事情によるりタイヤ率の推移
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(ロ)   非農林業雇用内部での労働力流動

非農林業への流入労働力の増大とならんで,非農林業雇用者の内部での転職も著しい増加を示した。「就
業構造基本調査」でみると31年および34年には50万人であった非農林業内部での雇用者の転職は,37年に
は8割増の90万人となり,40年にはさらに93万人に増加している(第1-40表)。(イ)で述べた非農林業雇用へ
の流入労働力に対する転職者の比率は34年の33%から,37年には46%,さらに40年には49%へと高まっ
た。

第1-40表 非農林業雇用内部の流動

転職者の移動について最近の傾向をみると,第1は従来比較的小,零細企業に多かった転職がしだいに中,大
企業に及んできていることが特徴としてあげられる。「就業構造基本調査」によって非農林業雇用内部
で転職した者の前職の状況をみると,従業員30人未満の小,零細企業からの転職者が大半を占めているが,長
期的な推移でみると,その割合は34年の54%から37年の45%,さらに40年の44%へと低下し,これにかわっ
て中,大企業からの転職者の割合がふえてきている。反面また転職者がより大規模な企業へ移動する傾向
が顕著になり,転職者の前職と現職の規模別構成を比較すると,現職の方が規模の大きいものの割合が多く
なっている。転職者の入職先の状況をみると,1～9人の零細規模への入職の割合は34年から40年にかけて
顕著な減少を示し,1,000人以上の大企業への転職割合はかわらないが,30～99人,100～299人,300～999人
の規模への入職割合が増大している( 第1-41表)。

第1-41表 転職者の前職および現職の規模別構成
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第1-42表 転職者の規模間移動
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このように最近は,規模の小さい企業からより大きい規模の企業に転職する者が多く,この傾向は景気後退
下の40年にも続いている。また,大企業などでは同一規模間で転職する者の増加が顕著である(第1-42表)
。一方,より小さい規模に転職する者も依然転職者の約3割を占めているが,これらの転職者層のうちにも
賃金が上昇した者が少なくない。「雇用動向調査」によって40年1月から6月にかけて製造業に入職した
男子の転職者41万人(前職および現職規模1～4人を除く)についてみると,より大きい規模へ転職した者は
38%,同一規模間で転職した者は30%,より小さい規模へ転職した者は33%であるが,小さい規模へ転職し
た者について転職による賃金の変動の状況をみると,賃金が高くなった者の割合は中高年層では50才以上
が14%,35～49才が21%と小さいが,24才以下では41%,25～34才では29%と若年齢層ほど賃金が高くなっ
た者の割合が大きい( 第1-43表)。

第1-43表 規模下向した転職者の賃金変動状況

昭和40年 労働経済の分析



  

(C)COPYRIGHT Ministry of Health , Labour and Welfare

昭和40年 労働経済の分析



  

第2部    各 論
1   雇用および失業

(2)   長期的にみた労働異動の変化
2)   労働異動の変化とその内容

以上のように労働力の流動性が高まり労働異動が活発化したが,それにともなって異動層の内容も変化し
ている。

移動労働者をまず年齢別にみると若年層の労働移動が活発であるが,労働力不足の進展などを背景に最近
は中高年層の労働移動も増大している。「就業構造基本調査」によって非農林業就業者内部の転職者を
年齢別にみると,34年から37年にかけては若年層転職者の伸びが大きかったが,37年から40年にかけては
中高年層の伸びが大きくなった。年齢階級別の有業者のうち転職者の占める割合は若年層ほど大きいが,
その推移をみると34年から37年にかけては19才以下のその割合がもっとも大きかったのが,37年から40年
にかけては20～29才の年齢層のその割合が高まって19才以下の年齢層の水準と並ぶとともに,30才以上の
中高年層のその割合も水準としては低いものの長期的に高まってきている。とくに女子では19才以下の
年齢層のその割合が37年から40年にかけて低下し,反面,20～29才層では他の年齢層にくらべてその割合
がもっとも高くなっている( 第1-44表)。

第1-44表 年齢別にみた非農林業就業者内部の転職の推移
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また,「毎勤」によって30年と40年の労働異動の状況を製造業について比較してみると,入職率,離職率と
もいずれの年でも小規模事業所ほどその水準は高いが,30年から40年にかけての変化では大規模事業所ほ
どその高まりは著しい。この結果,労働異動率でみても大規模事業所では著しく高まっており,全体として
労働異動が大規模にも及んできたことがうかがえる(第1-45表)。

第1-45表 入職率,および労働異動率の変化

また,これを労職別にみると,従来比較的安定的であった大企業職員層にも流動化が波及してきているとみ
られる。「毎勤」によって労職別の離職率の動きをみると,離職率の高まり方は大企業の労務者層でもっ
とも大きく,ついで大企業の職員層,小企業の職員層の順となり,小企業の労務者層の上昇率がもっとも低く
なっている( 第1-4図)。
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第1-4図 規模別労職別離職率の変化

ここでさらに1年前に在籍していた者が1年後にどれだけ残っているかという観点からいわゆる雇用の安
定率を推計してみると,500人以上の規模では労働者100人のうち1年後に残ったのは29年には95人であっ
たのが,39年には91人となっているのに対して,30～99人の規模では29年の81人が39年には83人となって
いる。このように,雇用の安定率は水準としては大規模の企業ほど高いが,趨勢としては小規模企業では上
昇しているのに対し,大,中規模の企業では低下の傾向がみられる(第1-46表)。

これは小規模企業では,上向移動の増大や若年層の入職が相対的に少なくなったことなどの結果,移動性の
大きい若年層労働者が減少するとともに入職者に対する定着指導に力が入れられるようになったこと,解
雇など事業所の都合による離職が少なくなったことやリタイヤの延期などが行なわれるようになったこ
となどを反映しているものとみられる。また,大,中規模企業においても転職の増大などによって労働異動
が増大し,このため大,中企業では雇用水準を維持するために,従来以上の採用が必要になってきているとい
えよう。

第1-46表 規模別雇用安定率
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第2部    各 論
1   雇用および失業

(2)   長期的にみた労働異動の変化
3)   異動性向の変化

以上のような労働力流動の変化の過程で,労働者側の態度や意識面にも変化があらわれている。労働異動
の活発化は,雇用機会の増大など需要側の要因と,いわば異動性向の積極化という供給側の要因とが結び
あってもたらされたといえるが,つぎにこれらの点についてみよう。
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第2部    各 論
1   雇用および失業

(2)   長期的にみた労働異動の変化
3)   異動性向の変化

1)   自発的退職の増加

離職者について離職理由別の構成をみると,長期的に解雇などの非自発的な退職の占める割合が減少し,反
面自発的な自己都合による退職の割合が増加している。29年の「地域別等就業調査」では当時の不況の
影響もあって規模10人以上の事業所の離職者中「事業所の都合による解雇」および「契約期同満了」に
よるものの割合は32%とかなり多く,「自己退職」によるものは59%であったが,39年の「雇用動向調査」
によると前者は8%に低下し,後者は87%に高まっている。この間の変化を「労働異動調査」(規模30人以
上)でみると,自己都合による離職者は景気後退期の33年,37年を除き一貫して上昇の傾向にある(第1-5
図)。

第1-5図 理由別離職者の構成
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自己都合による退職者は,離職者の割合だけでなく在籍労働者中に占める割合(自己退職率)でみても上昇
している。29年と39年を比較すると,産業別ではサービス業(一部)を除きすべての産業で自己退職率が高
まっており,規模別には規模の大きい事業所ほど上昇が著しい。こうした傾向は男子だけをとりだしてみ
てもほぼ同様である( 第1-47表 )。

第1-47表 自己退職率の変化
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第2部    各 論
1   雇用および失業

(2)   長期的にみた労働異動の変化
3)   異動性向の変化

2)   入職経路の変化

労働者が自発的に移動しようとする傾向は,入職者の入職経路の面にもあらわれている。公共職業安定所
および学校の紹介によって入職したものの割合は合わせてみると長期的に大きな変化はないが,縁故によ
る入職はめだって減少し,かわって新聞広告,貼紙等による入職者の割合が増加している( 第1-48表 )。30
年代を通じて求人難の進展,大量募集の必要性などから企業の求人確保のための活動が活発化し,労働者募
集の方法がしだいに公開的になるとともに,供給側にもこれを積極的に利用しようとする機運が高まって
きているといえよう。

第1-48表 入職者の入職経路別構成
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第2部    各 論
1   雇用および失業

(2)   長期的にみた労働異動の変化
3)   異動性向の変化

3)   地域間移動の増大

異動に対する積極化の動きは地域間移動の面からもみられる。職業安定機関を通じて就職した者のうち
他府県への就職件数をみると,35年の43万件から年々増加して39年には51万件に達した。県外就職率(全
就職件数中県外就職者の占める割合)も35年の15%から39年には19%に達している。

こうした増加傾向は学卒就職者よりも一般就職者で顕著であり,一般就職者の中では臨時季節労働者より
も常用労働者で著しい( 第1-49表 )。

第1-49表 県外就職者の推移

これにともない住居を移転した者も増加している。「労働異動調査」および「雇用動向調査」によると,
規模30人以上の事業所に入職した者のうち入職に際して住居を移転した者の割合は36年の24%から39年
には30%へと増加している。これは比較的移動の容易な新規学卒就職者ばかりでなく,一般労働者の移転
就職者の増加にもよっている( 第1-50表 )。

第1-50表 入職者のうち住居を移転した者の割合の推移
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このような地域間移動の増大,移転就職者の増加は,労働市場の全国的な規模への拡大にともなう遠隔地求
人の増加や広域職業紹介体制の整備などによるところも大きいが,同時に,移動に対する労働者の意識や態
度が積極化してきていることも影響しているといえよう。
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第2部    各 論
1   雇用および失業

(2)   長期的にみた労働異動の変化
3)   異動性向の変化

4)   求職者の変化

そのほか,最近は求職者の内容もかなり変わってきている点も見逃せない。労働省職業安定局の「新規一
般求職者実態調査」によると39年10月5日から10日までに安定所に来所した新規求職者のうち在職中で
あることを明記した求職者は男子14%,女子で7%を占めるが,これは失業保険金受給資格者を除いた一般
求職者に対し,男子で26%,女子で14%にあたる。また39年6月に東京都および近県の特定公共職業安定所
に来所した求職者について実施した「求職者意識調査」でみると,公共職業安定所に来所した動機として
「よい働き口があるかどうかききにきた」と解答した求職者が約3割にのぼっている。また「特定の会社
工場に紹介してもらおうと思ってきた」と解答した求職者も2割ある。このように在職求職者がかなりの
割合を占め,また公共職業安定所へ求人情報を求めに来る来所者が多いことは注目に値しよう。

なお,在職中の求職者と関連して,転職希望者の内容が変ってきていることも注目される。「就業構造基本
調査」でみると,就業者のうち転職を希望する者はしだいに減少し,とくに零細企業の雇用者のうち転職希
望者の割合の減少が著しい( 第1-51表 )。よりよい条件の職場への転職を可能にする雇用機会の増大に
よって,年間のある時点でとらえた転職希望者はこのようにしだいに減少しているとみられるが,と同時に
転職希望の内容も緊急度の高いものの割合が減少し,よりよい条件の職場を求めるものの割合が増加して
きている。すなわち理由別にみると「仕事が一時的・不安定」とか「収入が少なく生活が困難」などを
理由とする転職希望者はしだいに減るとともに,反面「仕事が適していない」や「もっと条件のよい仕事
につきたい」などを理由とする転職希望者の数は31年の83万人(転職希望総数の38%)から40年の94万人
(61%)へと増加している。

第1-51表 転職希望率の推移
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無業者のうち就業を希望する者についても類似した意識面の変化がみられ,「失業」あるいは「生活困
難」を理由とする者は40年は31年当時より減り,「生活困難ではないが家計収入をふやしたい」「余暇が
できた」「学資小づかいを得たい」などを理由とする就業希望者が全体としてふえている( 第1-52表 )。

第1-52表 理由別転職希望者,就業希望者の推移
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